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６つの重点事業領域

機能性食品素材機能性化学素材

医療・医療機器素材医薬素材

「産学委託研究型オープンイノベーションプログラム」は、日油と協創する団体

などを社外公募で決定し、新技術や新製品の開発と事業化をともに目指すプロ

ジェクトで、2025年度は「エレクトロニクス分野」に関連するテーマで募集しま

した。

アビームコンサルティング㈱の支援のもと、今後の市場成長が期待され、かつ

日油技術の活用可能性が見込まれる、①熱制御、②太陽電池、③ディスプレイ、④

半導体、⑤二次電池の5つの研究テーマについて、本プログラムを実施し、国内外

の大学、研究機関、スタートアップから多数の応募をいただきました。

日油における事業化の可能性、技術的優位性、社会課題への貢献度などの観

点から慎重に審査を行った結果、宇都宮大学、東京科学大学、物質・材料研究機

構の技術を採択しました。採択者には委託研究費を提供し、社会貢献に向けた

研究を１年間にわたって進め、将来の新規事業化を目指します。

電子・情報分野において、
５つのテーマから３つの技術を採択

電子・情報分野

社外との協創 「産学委託研究型オープンイノベーションプログラム 2025」の実施
化学の力で新たな価値を協創するというビジョンを掲げ、オープンイノベーション活動を積極的に推進しています。

遺伝子治療のような先端医療に貢
献するため、強みを持つDDS素材
でさらなる研究開発を進めます。

再生医療に対するニーズの高まり
を受けて、化学素材での参入に向
け、事業化を目指しています。

バイオマスを原料とした化学原料
を製造するなど、持続可能な社会
に対する取り組みを推進します。

美容、生活習慣病、免疫、脳
機能に効果のある健康食品素
材を検討・開発しています。

半導体や次世代通信などの分野に
向けた新素材の製品化に向け、チー
ム一丸となって動いています。

電気自動車（EV）に向け、二次電
池のさらなる性能向上に貢献す
る素材の開発を進めています。

実用化の検討

事業部門
（研究所）6つの重点事業領域の

有望素材の発掘と
技術検証

研究本部

社会課題
市場ニーズ

環境・
エネルギー
分野

日
油

新たな価値を生むための研究開発

新たな価値を生むための研究開発

電子・情報
分野

日油グループは「NOF VISION 2030」において、「目

指す3分野に向けた戦略投資で、新製品・新技術開発を

加速する」という目標を掲げました。この達成に向け、「成

長市場において、スタートアップ企業との協創や包括的産

学連携を柱に市場優位性のある新技術の導入による新規

事業を創出する」という基本戦略のもと、6つの重点事業

領域を選定しました。研究本部は社会課題や市場ニーズ

を捉え、この6領域を中心に、産学官連携やベンチャーキャ

ピタル（VC）との協創による研究開発を進めています。実

用化の検討段階では事業部とも連携し、目指す3分野に

向けた新規事業を創出します。

2024年4月には、産総研グループ（国立研究開発法人

産業技術総合研究所および㈱AIST Solutions）と共同

で「日油-産総研　スマート・グリーン・ケミカルズ連携研

究ラボ」を設立しました。日油グループの独自技術と産総

研グループの触媒技術やバイオものづくり技術を融合し、

環境調和型の化学品および製造プロセスの開発を行って

います。

日油グループは、2028中期経営計画「事業領域拡大ステージ」に向け、産学委託研究公募や産学

官包括連携などの社外協創によるオープンイノベーションを推進しています。

事業領域拡大ステージに向けて研究開発を加速
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自動車素材エレクトロニクス素材

採択者（五十音順）

６つの重点事業領域

機能性食品素材機能性化学素材

医療・医療機器素材医薬素材

「産学委託研究型オープンイノベーションプログラム」は、日油と協創する団体

などを社外公募で決定し、新技術や新製品の開発と事業化をともに目指すプロ

ジェクトで、2025年度は「エレクトロニクス分野」に関連するテーマで募集しま

した。

アビームコンサルティング㈱の支援のもと、今後の市場成長が期待され、かつ

日油技術の活用可能性が見込まれる、①熱制御、②太陽電池、③ディスプレイ、④

半導体、⑤二次電池の5つの研究テーマについて、本プログラムを実施し、国内外

の大学、研究機関、スタートアップから多数の応募をいただきました。

日油における事業化の可能性、技術的優位性、社会課題への貢献度などの観

点から慎重に審査を行った結果、宇都宮大学、東京科学大学、物質・材料研究機

構の技術を採択しました。採択者には委託研究費を提供し、社会貢献に向けた

研究を１年間にわたって進め、将来の新規事業化を目指します。

電子・情報分野において、
５つのテーマから３つの技術を採択

電子・情報分野

社外との協創 「産学委託研究型オープンイノベーションプログラム 2025」の実施
化学の力で新たな価値を協創するというビジョンを掲げ、オープンイノベーション活動を積極的に推進しています。

遺伝子治療のような先端医療に貢
献するため、強みを持つDDS素材
でさらなる研究開発を進めます。

再生医療に対するニーズの高まり
を受けて、化学素材での参入に向
け、事業化を目指しています。

バイオマスを原料とした化学原料
を製造するなど、持続可能な社会
に対する取り組みを推進します。

美容、生活習慣病、免疫、脳
機能に効果のある健康食品素
材を検討・開発しています。

半導体や次世代通信などの分野に
向けた新素材の製品化に向け、チー
ム一丸となって動いています。

電気自動車（EV）に向け、二次電
池のさらなる性能向上に貢献す
る素材の開発を進めています。

実用化の検討

事業部門
（研究所）6つの重点事業領域の

有望素材の発掘と
技術検証

研究本部

社会課題
市場ニーズ

環境・
エネルギー
分野

日
油

新たな価値を生むための研究開発

新たな価値を生むための研究開発

電子・情報
分野

日油グループは「NOF VISION 2030」において、「目

指す3分野に向けた戦略投資で、新製品・新技術開発を

加速する」という目標を掲げました。この達成に向け、「成

長市場において、スタートアップ企業との協創や包括的産

学連携を柱に市場優位性のある新技術の導入による新規

事業を創出する」という基本戦略のもと、6つの重点事業

領域を選定しました。研究本部は社会課題や市場ニーズ

を捉え、この6領域を中心に、産学官連携やベンチャーキャ

ピタル（VC）との協創による研究開発を進めています。実

用化の検討段階では事業部とも連携し、目指す3分野に

向けた新規事業を創出します。

2024年4月には、産総研グループ（国立研究開発法人

産業技術総合研究所および㈱AIST Solutions）と共同

で「日油-産総研　スマート・グリーン・ケミカルズ連携研

究ラボ」を設立しました。日油グループの独自技術と産総

研グループの触媒技術やバイオものづくり技術を融合し、

環境調和型の化学品および製造プロセスの開発を行って

います。

日油グループは、2028中期経営計画「事業領域拡大ステージ」に向け、産学委託研究公募や産学

官包括連携などの社外協創によるオープンイノベーションを推進しています。

事業領域拡大ステージに向けて研究開発を加速
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国内特許保有数

（件）

（年度）20252022 2023 2024
0

350

700

1,050

1,400

ライフ・ヘルスケア 環境・エネルギー 電子・情報 その他

643 666 674 675

6

281

274
5

271

286
5

275

283
3

255

283

1,2041,204 1,2281,228 1,2371,237 1,2161,216

海外特許保有数

（件）

（年度）20252022 2023 2024
0

350

700

1,050

1,400

ライフ・ヘルスケア 環境・エネルギー 電子・情報 その他

681 712 729 761

181
160

7

200
168

7

187
184

7

194
196

1,0261,026 1,0871,087 1,1071,107 1,1581,158

4

取締役 常務執行役員
研究本部長 工学博士

姜 義哲

研究本部の役割は、目の前の顧客課題を解決す

るだけでなく、日油グループ全体の将来を見据え、

技術的な観点から経営の方向性を定めることにあ

ると考えています。その役割を果たすには、研究

本部の一人ひとりが自ら考え、主体的に行動する

自発性が欠かせません。今後も、個々の成長を最

大限に引き出す社内教育に注力していきます。従

業員に目指してほしいのは、受け身の姿勢で学ぶ

ことにとどまらず、リーダーシップを発揮し、継続

的な自己研鑽に励む人材です。社会とともに成長

し続ける未来の日油グループを築くため、研究員

個々の高度な専門性と、それらを結集・融合させ

る組織の総合力を武器に、新たな価値創造への挑

戦を続けます。

未来の日油グループをつくる
人材育成に注力

高齢化や慢性疾患の増加を背景に、再生医療の

ニーズは今後も拡大が見込まれています。再生医療

では、細胞の採取から培養、組織再生に至るプロセ

スにおいて、細胞を安定的に保存する「凍結技術」が

不可欠です。細胞凍結保存剤の世界市場は、2025

年から2033年までで、年平均8.6%※の成長が予測

されています。培養手法には懸濁培養や二次元・三

次元培養などがありますが、日油はがん細胞株に適

した「二次元培養」および、より生体環境に近い「三

次元培養」向けの保存液に注力しています。三次元

培養は、高い市場成長率が見込まれる一方で、細胞

を傷つけずに凍結・解凍するのが難しく、機能を損

なわない高度な保存技術が求められています。

二次元培養細胞の各種試験において、従来の細胞

凍結保存では、細胞を懸濁状態で凍結するため、実

験ごとに細胞を培養プレートに接着・増殖させる手

間や細胞状態のばらつきが問題でした。日油の開発

品である細胞凍結保存液「POCEROY®CR2シリー

ズ」は、培養プレートに接着した状態での凍結保存

を可能にします。これにより、細胞生存率の大幅な

向上のほか、工数削減や大量保存を実現。培養基盤

上で凍結できるため、必要な枚数だけ解凍して使用

できます。この保存液により、株化細胞、間葉系間

質細胞、iPS細胞由来心筋細胞などで優れた保存効

果を確認しました。また、三次元培養向けの

「POCEROY®CR3シリーズ」も開発。iPS細胞由

来心筋スフェロイドへの応用実験では、凍結融解後

の拍動の維持を確認しています。

iPS由来心筋細胞でも効果を確認

細胞を傷つけない保存法に需要

医療・医療機器

再生医療やがん治療研究に貢献する細胞凍結保存液

「ライフ・ヘルスケア」「環境・エネルギー」「電子・情報」分

野において、経営戦略に基づく知的財産戦略を策定し、必要

な権利の取得を行っています。また、知的財産への投資を中

長期的な価値創造へ向けた取り組みとして認識しており、知

的財産を事業領域の拡大、市場創出へつなげていきます。

グローバル展開の拡大に伴い、現在は「ライフ・ヘルスケ

ア」分野で海外特許の保有件数が伸長しています。

「バイオから宇宙まで、化学の力で新しい価値を創造する企

業グループとして、人と社会に貢献」することを経営理念とし、

新規事業の創出のため、社内外で将来性のある有望なテーマ

の発掘とオープンイノベーションを積極的に進めています。

先端技術研究所（現ヘルスサイエンス研究所、マテリアル

サイエンス研究所）※をはじめとする日油グループの研究部門

が中心となり、産学官との共同研究や委託研究により新製

品・新技術開発を推進し、有効な権利の取得を行っています。

また、会社への利益貢献の高い特許については発明報奨

を行っています。発明者へのインセンティブを高めること

により、利益貢献の高い発明を生むモチベーションの向上

を図っています。

日油は、用途探索や協創先の発掘、研究テーマ探索など

において、研究本部と各事業部門研究所および知財部門が

一体となってIPLを積極的に活用しています。調査目的に応

じて標準化した解析フローを整備し、技術トレンドや競合

動向・応用領域のポテンシャルを可視化することで、研究開

発の方向性決定や新規用途・協創機会の探索に資する情

報提供を行っています。また、研究部門と知財部門の役職

者が参加するIPL連絡会を開催し、調査方針の決定や進捗

管理を行うことで、知財戦略と研究戦略の連携を強化して

います。IPLの活用を推進するこれらの活動により、各事

業部での研究効率の向上、事業化までの期間短縮を図るこ

とで、新しい用途や新製品の開発、新市場の開拓を加速さ

せ、企業価値向上につなげていきます。

さらに、社内研修の充実を通じてIPL活用の促進を図っ

ています。検索や特許解析の基礎研修に加え、データ可視

化やテキストマイニングなどの解析ツールの研修を実施し、

研究者のスキル向上を支援しています。

目指す3分野の出願状況

共同研究と権利化の推進

IPLの活用

技術や価値を守るための知財戦略

新たな価値を生むための研究開発

※ 先端技術研究所は廃止しました。

※ 出典：Grand View Research report　“Cell Freezing Media Market”

日油グループが目指す「ライフ・ヘルスケア」「環境・エネルギー」「電子・情報」の3分野において新しい価値の創造に向けて、

IPランドスケープ（IPL）を活用して新製品・新技術開発を推進し積極的に権利化を進めています。

また、知的財産権を尊重するとともに、人材育成にも力を入れています。

特許取得およびIPランドスケープを推進
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